
平成３０年度事業報告

Ⅰ．事業概要 

公益財団法人核物質管理センターは、我が国の原子力の平和利用推進の要で

ある核物質管理の中核機関として、国内保障措置制度及び核物質防護体制の確

立とその維持向上に寄与してきたところである。平成３０年度は、平成２９年度

に引き続き、関係機関の協力を得て、核物質管理に関する調査研究及び技術開発、

国際協力、広報等の事業を実施するとともに、原子炉等規制法に基づく国際規制

物資情報の解析その他の処理に関する指定情報処理機関及び原子力施設での保

障措置検査、核燃料物質等の試料の分析等に関する指定保障措置検査等実施機

関としての業務の実施を通じ、原子力の平和利用とエネルギーの安定供給の確

保に貢献した。 

また、核物質管理に関する技術支援組織（TSO）として、上述の両指定機関業

務実施を通じて、国及び国際原子力機関（IAEA）への支援を実施した。 

これらの業務及び役割の実施に際しては、核物質管理に係る中核機関として、

品質マネジメントシステムの実効性を高め、品質保証を徹底するとともに、平成

２７年度より進めてきた情報セキュリティ対策強化の取り組みの中発生した、

情報セキュリティ上の不備、及び本件に関する原子力規制委員会からの厳重注

意を真摯に受け止め、同不備の発生原因等を踏まえて自ら策定した再発防止策

（以下「再発防止策」という。）及び第三者によって構成される情報セキュリテ

ィ評価委員会の提言を取り込んだ厳格な情報セキュリティ対策を引き続き実践

した。 

平成３０年度の具体的な情報セキュリティ対策として、情報セキュリティ室

の体制の強化、情報セキュリティ関連規程に基づく情報セキュリティマネジメ

ントシステムの試行運用、情報システムにおけるアクセス権限の一括管理等に

よる情報セキュリティシステム全体の運用体系の改善及び全役職員等を対象と

する標的型攻撃メールを想定した訓練を実施した。 

また、「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律」に基づく原

子力規制委員会による指定情報処理機関及び指定保障措置検査等実施機関への

立入検査へ対応した。 

業務実施上の重点事項として、保障措置検査等業務では、福島第一原子力発電

所等を含め原子力施設の状況に応じた適切な保障措置検査を実施するとともに、

国内保障措置体制の強化･信頼性向上等に資するため、国際原子力機関（IAEA）

による国別保障措置手法に基づく施設タイプ別の査察実施手順書の検討、新規

施設の保障措置手法への対応検討等を実施した。 

なお、公益財団法人として、法人運営の透明性と適正性を確保するとともに、

より一層の事業運営の合理化、効率化に努めた。 
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Ⅱ．事業内容 

１．調査研究及び技術開発 

保障措置、核物質防護、核セキュリティ及び核不拡散に関する国内外の動向

を調査・分析するとともに、これらを基に、今後の核物質管理に関する技術開

発の検討、提案等を行った。 

また、原子力施設における保障措置技術開発、核物質防護及び核セキュリテ

ィに関する調査等を実施した。 

(1) 大型再処理施設保障措置試験研究施設維持管理

原子力規制委員会からの請負業務として、開発試験棟の管理区域内設備解体

に伴う放射性廃棄物の保管管理を実施した。 

２．指導、技術者の養成及び広報 

核物質管理に関する理解を促進するとともに技術者等の指導及び養成のた

め、保障措置、核物質防護及び核セキュリティに関するセミナーを基礎的な内

容と専門的な内容に分けて開催した。 

実務者のための計量管理報告書等記載要領講習会等を開催することにより、

国内の計量管理の水準の維持及び向上に努めた。 

また、技術者の養成のため、大学院生インターンシップを受け入れた。 

さらに、核物質管理に関連する理解促進、情報及び知識の普及のため、核物

質管理に関する動向や技術情報について、核物質管理センターニュース等の刊

行及びホームページによる情報発信を行った。 

３．国際協力の推進等 

核物質管理に係る国内外諸機関、関係諸国との連絡・情報交換を通じ、核物

質管理に関する国際協力等を積極的に実施し、国内外における核物質管理の推

進に努めた。 

４．情報処理業務 

指定情報処理機関として、国際規制物資の使用の状況に関する情報の整理及

び解析の業務を行うとともに、追加議定書に基づく国際特定活動等の申告情報

の整理業務を行った。 

その際、品質保証を徹底し業務の高い信頼性を確保するとともに、特に、再

発防止策及び情報セキュリティ評価委員会の提言を取り込んだ新情報ネット

ワークシステムと情報セキュリティ管理体制の構築、運用への取組みのもと、

指定情報処理機関として厳格な情報セキュリティ対策を引き続き実践した。 

さらに、業務への適確な対応、効率化等に資するための情報処理・解析シス

テムの整備を進めた。
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５．保障措置検査等業務 

指定保障措置検査等実施機関として、保障措置検査及び試料の分析のための

設備・機器を整備し、保障措置検査、試料の分析及び記録の確認、保障措置検

査に係る調査研究等を下記（1）～（4）のとおり実施した。 

その際、品質保証を徹底し業務の高い信頼性を確保するとともに、特に、再

発防止策及び情報セキュリティ評価委員会の提言を取り込んだ新情報ネット

ワークシステムと情報セキュリティ管理体制の構築、運用への取組みのもと、

指定保障措置検査等実施機関として厳格な情報セキュリティ対策を引き続き

実践した。 

(1) 保障措置検査

国より交付された実施指示書に従い、保障措置対象施設において保障措置検

査を実施した。六ヶ所再処理施設については、これまで整備した保障措置シス

テムの運用を行い、同施設の状況に応じた適確な保障措置検査を実施した。

また、福島第一原子力発電所等を含め原子力施設の状況に応じた適切な保障

措置検査を実施した。 

(2) 試料の分析及び記録の確認

保障措置検査において提出を受けた試料の分析を適確に実施した。特に、分

析データの品質の維持・向上に努めるとともに、六ヶ所再処理施設の実在庫検

査試料、中間在庫検査試料等の分析を実施した。 

また、核燃料物質等の移動を監視するために取り付けた装置の記録の確認を

行った。 

(3) 東海保障措置分析所及び六ヶ所保障措置分析所の管理

保障措置活動の円滑な実施に留意しつつ、東海保障措置分析所及び六ヶ所保

障措置分析所の分析設備・機器の適切な維持管理を行うとともに、安全を最優

先にそれらの運用を行った。 

また、法令改正に伴い両分析所における廃止措置実施方針を策定し、公表し

た。 

(4) 保障措置技術に係る調査研究等

我が国における保障措置に国際的な保障措置技術等の進展を適切に反映さ

せるため、検査技術や分析技術に関する調査研究等を実施した。 

特に、国内保障措置体制の強化･信頼性向上等に資するため、IAEAによる国

別保障措置手法に基づく施設タイプ別の査察実施手順書の検討、新規施設の保

障措置手法への対応検討等を実施した。 
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附属明細書 

 平成３０年度事業報告には、「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施

行規則」第３４条第３項に規定する附属明細書「事業報告の内容を補足する重要

な事項」はありません。
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